平成２８年度　政府予算案（大阪府都市整備部関係）の決定内容

平成28年2月25日
大阪府
※ ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	１．大都市圏の成長を通じた日本の再生
１－１　高速道路ネットワークの充実・強化
・新名神高速道路の整備推進、新名神アクセス道路に必要な財源措置

・京奈和アクセス道路に必要な財源措置

・淀川左岸線延伸部の地方負担を軽減する
事業スキームの国主体による構築

・料金体系一元化のH29年度当初実現に
向けた検討
	◆概算要求の状況　国土交通省
地方向け補助金等公共事業関係予算
○社会資本整備総合交付金（通常分）〔全〕１兆    ５７４億円
（〔全〕    ９，０１８億円）
○防災・安全交付金　　　　　　　 〔全〕１兆２，８５２億円

（〔全〕1兆    ９４７億円）

	〔全〕　　８，９８３億円
〔全〕１兆１，００２億円
	

	
	◆予算項目以外の状況

・新名神高速道路については、事業主体である西日本高速道路(株)が、高槻～神戸間ではH28年度の供用に向けて工事中、八幡～高槻間ではH35年度の供用に向けて用地測量等を実施中
・淀川左岸線延伸部については、H28年度早期の都市計画決定に向けて手続きを進めるとともに、事業スキームを検討中
・H27.7、国土交通省の国土幹線道路部会の「中間答申」において、大都市圏におけるシームレスな料金体系の取組方針を位置付け。H29年度当初の阪神圏のシームレスな料金体系実現に向けた具体的検討を進めている。

	

	１－２　大阪湾諸港の機能強化

・コンテナ船大型化に対応可能な港湾施設整備予算の確保、阪神国際港湾(株)への支援強化、貨物創出に向けた支援制度創設

・港湾管理の広域的一元化に向けた制度改正等
	◆概算要求の状況　国土交通省
○国際コンテナ戦略港湾施策の深化と加速　 〔全〕８２６億円
　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 （〔全〕６８７億円）


	〔全〕７４７億円
	

	
	◆予算項目以外の状況
・阪神港を含む国際コンテナ戦略港湾において、コンテナ荷役時間の増加や渋滞悪化によるコスト増加の防止のため、荷役システム高度化実証実験及び情報技術を活用した海上コンテナ物流の高度化実証事業の新規制度が創設されている。
・港湾管理の広域的な一元化に必要な制度改正等は、実現していない。

	

	１－３　鉄道ネットワークの充実・強化
・北急延伸、モノレール延伸、なにわ筋線の具体化に向けた必要な支援

・おおさか東線整備事業の財源措置
	◆概算要求の状況　国土交通省
（北急延伸・モノレール延伸）
○社会資本整備総合交付金（通常分）〔全〕１兆    ５７４億円
（〔全〕    ９，０１８億円）
（おおさか東線）

○貨物鉄道の旅客線化 　　　　　　　　　〔国〕１７．３億円
　（〔国〕１５．６億円）


	〔全〕　　８，９８３億円
〔国〕　 　１６．８億円

	

	
	◆予算項目以外の状況
・公共交通戦略に位置付けた路線の具体化に向け、国からは事業化に必要な法手続き等に関する助言が行われている。

	

	２．安全・安心な暮らしを支える都市インフラの形づくり
２－１　南海トラフ地震の津波浸水対策

・新規制度の創設も含めた別枠予算の確保

・緊急防災･減災事業債制度の要件緩和･恒
久化等
	◆概算要求の状況　国土交通省
地方向け補助金等公共事業関係予算
○防災・安全交付金　　　　　　　〔全〕１兆２，８５２億円
　　　　　　　　　　　（〔全〕1兆　　９４７億円）


	〔全〕１兆１，００２億円


	

	
	◆予算項目以外の状況
・ゼロメートル地帯等における堤防の耐震・液状化対策等が重点事業に位置づけ。ただし、制度創設・地方債の拡充等は実現していない。


	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	２－２　都市型水害に備える治水対策

・寝屋川流域の総合治水対策の早期整備に必要な財源措置
・安威川ダム工事に必要な財源措置
	◆概算要求の状況　国土交通省
地方向け補助金等公共事業関係予算
○社会資本整備総合交付金（通常分）〔全〕１兆    ５７４億円
（〔全〕    ９，０１８億円）
○防災・安全交付金　　　　　　　 〔全〕１兆２，８５２億円

（〔全〕1兆    ９４７億円）
○水管理・国土保全局（治水）　　 〔全〕    ８，７３１億円
（〔全〕    ７，５５５億円）

	〔全〕　　８，９８３億円
〔全〕１兆１，００２億円
〔全〕　　７，５６６億円
	

	２－３　都市基盤施設の老朽化対策
・都市基盤施設の長寿命化対策、更新に必要な財源措置

・交付金･補助制度の要件緩和や地方債制度の充実
	◆概算要求の状況　国土交通省
地方向け補助金等公共事業関係予算
○社会資本整備総合交付金（通常分）〔全〕１兆    ５７４億円
（〔全〕    ９，０１８億円）
○防災・安全交付金　　　　　　　 〔全〕１兆２，８５２億円

（〔全〕1兆    ９４７億円）

	〔全〕　　８，９８３億円
〔全〕１兆１，００２億円
	

	
	◆予算項目以外の状況
・小規模な修繕・更新等に対する交付金、補助事業の適用対象の拡大や、定期点検、修繕・更新計画策定に対する適債化など制度の充実は実現していない。

	

	都市基盤施設の機能強化等【個別要望事項】
◆道路・街路事業の推進

◆連続立体交差事業、鉄道施設の安全対策の推進（連続立体交差事業）
◆治水・砂防事業の推進

◆下水道事業の推進

◆公園事業の推進

◆箕面森町事業の推進

◆市街地整備事業の推進

◆計画的な緑地環境形成の推進

◆建設発生土の適正処理のための法制度の整備
	◆概算要求の状況　国土交通省
地方向け補助金等公共事業関係予算
○社会資本整備総合交付金（通常分）〔全〕１兆    ５７４億円
（〔全〕    ９，０１８億円）
○防災・安全交付金　　　　　　　 〔全〕１兆２，８５２億円

（〔全〕1兆    ９４７億円）

	〔全〕　　８，９８３億円
〔全〕１兆１，００２億円
	

	
	◆予算項目以外の状況

○道路・街路事業等の推進

・社会資本整備総合交付金において、インターチェンジアクセス道路に関する事業が「重点的に支援する事業」として示された。また、防災・安全交付金において、通学路における交通安全対策に関する事業が「重点的に支援する事業」として示された。
・大規模修繕・密集市街地対策などの事業制度の採択要件の緩和や国費率の引き上げは実現されていない。
○治水・砂防事業の推進

・阪神なんば線の淀川橋梁の架け替えについては、引き続き早期着工を求めていく。
○計画的な緑地環境形成の推進

・生産緑地の指定にかかる規模要件の緩和については実現されていない。

○建設発生土の適正処理のための法制度の整備

・要望内容に係る具体的な制度の創設は見受けられない。今後とも、国に対して働きかけていく。

	

	◆連続立体交差事業、鉄道施設の安全対策の推進（鉄道施設の安全対策）

	◆概算要求の状況　国土交通省
○鉄道施設の安全対策の推進

（鉄道施設耐震対策、地下駅浸水対策）

・鉄道施設総合安全対策事業費補助     〔国〕４７．１億円

（〔国〕１８．１億円）

（可動式ホーム柵整備）
・地域公共交通確保維持改善事業　　 　  〔国〕３４９億円

（〔国〕２９０億円）


	〔国〕３６．３億円

〔国〕　２２９億円
	

	
	◆予算項目以外の状況

・鉄道事業者が行う鉄道施設の耐震改修や可動式ホーム柵整備にかかる費用の国庫補助率引き上げ等の制度拡充は実現していない。


	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	◆港湾事業等の推進
	◆概算要求の状況　国土交通省
○港湾整備事業

　・港湾事業　　　　　　　　　　　　 〔全〕２，６８４億円

　　　　　　　　　　　　　（〔全〕２，３１４億円）


	〔全〕２，３１７億円
	

	
	◆予算項目以外の状況
・府県域を越えた防災拠点の維持管理費を一律地方負担とする現行制度を改め、国が責任を持って財源を措置する仕組みの構築は実現されていない。


	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
※金額上段：28年度要求額


（下段：27年度予算額）
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